６次産業化ネットワーク活動交付金（連携推進事業）実施要望調書
１　事業の目的及び効果
（１）事業の目的
（２）事業の効果（価値連鎖・付加価値の拡大）　注：別添可

　
２　事業実施主体の概要
	名　　称
	主たる事務所の所在地（ネットワークの事務局）

	
	

	代表者名
	構成員数
	従業員数
	設立年月日

	
	
	
	


３　ネットワークに参画する農林漁業者・民間事業者、取組事業等の概要
	名称
	所在地
	代表者名
	取組事業
	事業計画の認定状況※注１

	
	
	
	
	


注１：総合化事業計画の認定を受けた者又は受ける見込みの者、農商工等連携事業計画の認定を受けた者又は受ける見込みの者については、事業計画の認定状況欄に記入すること。別添可。

注２：新商品開発・販路開拓を実施する場合、推進会議の事業実施主体を経由して事業実施計画の承認申請を行うものとする。

４　事業目標及び事業内容等
（１）推進会議の開催

①事業内容
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


注：会議の主な内容については、開催ごとにその経過が明らかになるように記入すること。
②ネットワーク構築の工程表
	時　　期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	内　　容
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）プロジェクト調査・検討の実施
①事業目標（※達成すべき定量的な目標について記入すること。）
②プロジェクト検討委員会構成員数と主な構成員

	構成員数
	主な構成員

	
	


③　事業内容
	実施時期
	調査対象業種
及び人数
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	
	


（３）プロジェクトリーダーの育成

①事業目標（※達成すべき定量的な目標について記入すること。）
②事業内容
研修会参加
	研修名
	開催時期
	開催場所
	参加対象業種
及び人数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	


③プロジェクトの工程表
	作成時期
	内　　容

	
	


（４）新商品開発・販路開拓支援事業
①事業目標
	（計画名）
（本事業着手に至る経緯）
（事業目標）



注１：複数年度にわたる事業計画については、新商品開発・商品化・販路開拓に取り組む計画とし、事業計画全体の事業目標を記入すること。
注２：事業目標には、開発する商品の具体的な特徴（開発する商品の新規性、活用する国産原材料又は製造工程の先進性や独自性等）、販路開拓の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（商品化による効果（売上高等））を明記すること。
②事業内容
事業計画期間（事業計画全体の期間を記入）開始年月：平成　　年　　月　　～　終了年月：平成　　年　　月
年度別事業概要
	年　度
	事業内容

	①平成　　年度
	

	②平成　　年度
	

	③平成　　年度
	


注１：年度別事業概要欄に、年度別（当年４月から翌年３月まで）の事業概要を記入すること。
５　経費の配分

	事業メニュー
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	県負担分
	自己資金
	その他
	

	推進会議の開催


	円
	円
	円
	円
	

	プロジェクト調査・検討


	
	
	
	
	

	プロジェクトリーダーの育成


	
	
	
	
	

	新商品開発・販路開拓の実施


	
	
	
	
	

	合計


	
	
	
	
	


注１　備考欄には、事業ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合は「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
注２　自己資金については、調達方法を備考欄に記入すること。

６　添付資料

・事業費の積算根拠

・その他、事業の概要がわかる資料
様式１









